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工n 七hisstudy， firstly the present situation of 
Japanese aging socie七y is s七udiedand the relation-
ship be七weenthe rate of七heaged and regional 
structure index is discussed. Secondly estimation 
of the aged in Fukui prefec七ureis carried out 
and the da七afor residential pa七ternof the aged 
in Fukui City is sumrnarized. 1n addition papers 
of the aging society are reviewed and some problems 
for the transportation planning are described. 
1 はじめに
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わが国における人口構成の高齢化は，昭和35年前後から急速に進展したO 経済社会の発展は，医
療の進歩，栄養状態の改善，生活環境の整備等をもたらし，死亡率の低下を侃し，また，それと同
時に出生率をも低下させ，高齢化の進展を助長したO 昭和55年の高齢者人口率(65歳以上人口の比
率)は 9.1%と高齢化先進国といわれる欧米諸国に接近しつつあり，さらに，この傾向は今後も継
続し，厚生省人口問題研究所の中位推計によれば， 21世紀初頭には，欧米諸圃を追い越し15%台に
達するとされている O
いっぽう，近年における都市交通の発達にはめざましいものがあり，特に地方都市においては，
モータリゼーションの進展にともなう都市基盤整備が急速に行われ，都市圏の外延化，すなわち，
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システム面でも施設面でも高齢者生活圏の拡大が生じたO しかしながら，現在の各種交通施設は，
に対する配慮が欠如しているため，高齢者が利用する場合，画難を要することが多いと思われる O
現在は，本格的な高齢化社会への過渡期にあり，今後の対策により2)世紀社会の生活環境は大き
く左右されると思われるO また，豊かな社会を形成するためにも，高齢者自身が生きがいをもった
めにも，高齢者の自立が望まれるが，就労・日常生活・余暇いずれにしても交通は自立を助け，社会
参加を促すものとなる O そこで，約30年後には 5人に l人が高齢者になることを前提に，各種交通
施設も機能中心のものから，高齢者の現状を把握し，意見を反映させた快適性・利便性・安全性の高
いものにしていく必要がある O
その第一段階とし本研究は，福井市における高齢者を考慮、した交通計画手法の確立を目標とし，
てわが国，福井県，および福井市における高齢化の現状を把握し，交通計画上の課題を量示するも
のであるO
わが国の高齢化社会の現状と将来2 
???????
??
昭和35年(a) わが国は現在，急速に高齢者人口が
増加している O 昭和25年から55年の全
人口の伸びが1.39倍なのに対して，高齢
者人口の伸びは 2.54倍とその差は著し
く，今後もその傾向は続くと予想され
ているO 国連の定義によれば，高齢者
人口率が 79もになり，人口の高齢化が
さらに続〈時に高齢化社会とされてい
るので?わが国は昭和45年(7. 1 9ら)
?????
昭和45年的)
にはすでに高齢化社会に突入していた
ことになるO 図-1をみてもわかるよ
うに，人口ピラミ y ドはピラミフド型
から釣鐘型に移行しており，人口構成
/。
の高齢化を示している。
言いかえれば，高齢者として生きる可
能性はほとんど全ての人に与えられる
昭和55年(c) ようになったということである O 昭和
年で65歳までの生存率は男80%，女89
%である3}また，昭和56年の厚生省人
56年度の平均寿命は男 73.8年，女 79.1
口問題研究所の予測によれば，昭和90
年には高齢者人口率は209もを超過する
わが国の人口ピラミツド凶-1 
と予想されている O
わが国にお付る人口構成の高齢化の
特徴を総理府の資料ぬより以下に示すO
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最初に，高齢者人口の生産年齢人口に対する比率を示す老年人口指数(( 65歳以上人口)+ ( 15
-64歳入口))についてみると，昭和35年 8.9%，昭和45年 10.2%，昭和55年 13.4%と増加し，今
後も昭和65年 16.6%，昭和75年 23.3%と増加を続け，昭和95年にはお.5%に達すると予測されてい
るO つぎに，人口の年齢構成の高齢化を示す老年化指数(( 65歳以上人口)+ ( 0-14歳入口)) 
についてみると，昭和35年 19.1%，昭和45年 29.5%，昭和55年 38.4%と増加し，今後も昭和65年
63.5 %，昭和75年 88.4%と増加を統付，昭和85年にはついに 102.6%と年少人口より高齢者人口が
上回ると予測されている O
また，高齢者内部の人口構成についてみると，後期高齢者(75歳以上)の増加が特徴としてあげ
られる O 後期高齢者の全高齢者に対する比率は昭和35年30.4%，昭和45年 30.2%，昭和55年 35.4% 
であり，今後，昭和75年で 37.5%，昭和 100年では 51.1%と推計されているO 年齢が高くなればな
るほど心身面にお付る虚弱化が進み，依存性の高い高齢者が増加するといえるので，後期高齢者の
増加はより多くの社会生活上の問題をもたらすものと思われるO
つぎに，わが固と他国とでは，図-1と図-
2を比較してわかるように，わが国の人口ピラ
ミツドは発展途上国型から先進国型へ移行して
いる O 現在，わが国より欧米諸国の方が高齢化
は先行しているが，将来はそれを追い越すもの
と予測されているO 図-3に示すように，欧米
諸国では 1980年--2000年頃をピークに高齢
化は安定し始め，高齢化社会から高齢社会(国
連により定義されるO人口の高齢化が止まり，そ
れ以後は進展せず，現在完了形で示される社会)
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図-3 欧米諸国と日本の高齢者人口率の推移
に移行するものと推定されるが，わが国の場合，高齢化は 2045年頃まで続くと予測される。この
ととからわが国は，世界ーの高齢化社会を迎えることはほぼ確実で，かつてどの国も経験したこと
がないような特徴のある高齢化が進展するものと思われる O
その特徴として，第 lに高齢化の程度が激しいことがあげられる。たとえば，高齢化先進国とい
われるスウェーデン・イギリスでもそれぞれ 1990年の 16.1%， 1980年の 14.1%をピークに高齢
者人口率は下降し始めるとされているが，わが圃では 2045年の 2.1%がピークと予測されている。
第 2に，人口の高齢化の速度が速いことがあげられる O わが国の場合， 1950年から 1978年まで
の高齢者人口率の年平均上昇率は 2.65%， 1978年から 2020年までは 2.82%となっている O これ
に対して，スウェーデンでは 1910年からピークの 1990年までの年平均上昇率は1.14%，イギリ
スにおいても 1939年からピークの 1980年までは1.41%という推定である。このように欧米諸国
では，高齢化が比較的緩やかに進展しているので，対策を講じるにあたっては時間的余裕があるが，
わが国は高齢化の程度が激しく急速であるため，対策はより困難を要すると予測される O
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図-2 人口ピラミツドの国際比較
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図-2 人口ピラミツドの国際比較
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3 地域別にみた高齢化社会の進展
第 lに，高齢化の進展を農村地域と都市地域にわけでみることにする O まず，農村地域では，比
較的高齢化の進展が速いといえる O 長年にわたる若年層の離村や農業から他産業への流出等による
人口構成の高齢化がみられる O 昭和55年の全国の高齢者人口率は 9.1 %であるのに対して，農村地
域は 15.6~らである O また，昭和45-50年の人口動態をみると， 0 -14歳人口が 20.7 %， 1 5 -64歳入
口が 6.9%減少しているのに対して， 65歳以上人口は 9.8%の増加である O それと向時に，高齢化
の進展が速いことがいえる O 農村地域の高齢者人口率の 15.6%という値は全国でみれば昭和75年の
推計値に近く，高齢化は20年ほど先行しているということになるO また，農村地域の高齢者人口率
は 5年ごとに約 2%の速さで進んでいる。つぎに，大都市では高齢化の進展は比較的遅いといえるO
若年層が流入したこと，彼らが適齢期を迎え出生率が上昇したこと等により，若年層の比率が比較
的高く，高齢者の比率は低い。全国の高齢者人口率は 9.1 %であるが，三大都市圏では 7.7%であ
るO
第 2に，都道府県別では，図-4にみられるように全般に高齢化は進展しているが，表-1にみ
られるように，都道府県格差が経年的にひらいている O 昭和35年には，高齢者人口比率が最低の東
京都で 3.8%，最高の高知県では 8.5%とその差は 4.7%であったものが，昭和55年には最低の埼
玉県 6.2%，最高の島根県 13.7%と 7.5%のひらきが生じている O 以下，昭和55年の高齢者人口率
が高い地域は，高知県(13.1 % ) ，鳥取県( 12.3 % )で，低い地域は神奈川県(6. 4 % ) ，千葉県
( 7.O. % )であるO
第 3に，市町村別に高齢化の進展をみると，市・町・村と地方公共団体の規模が編少するのにと
もなって高齢化は進展し，都道府県闘の格差もひらく O 総理府の資料3)によれば，昭和50年に市部
で老年化指数の高い地域は高知県(47.0 % ) ，島根県(45.8 % ) ，山形県(42.6 % )で，低い地域
は埼玉県(17.1 % ) ，沖縄県(18.9 % ) ，千葉県(19.9 % )であり，最高値と最低値の差は 29.9% 
(a) 昭和35年
/ 
凡例
_10%以上
園田助--10%未満
E霊璽 6'f.，..8%未満
仁二コ 6%未満
(司昭和45年
凡例
_10%以上
臣室盟 8分~10%未満
匿さiJ6粉-8%未満
仁コ 6%未満
図-4 高齢者人口の都道府県別分布
(c) 昭和55年
凡例
_10%以上
匪霊童8'f.，..10%未満
豆沼 6'f.，..8%未満
仁二コ 6%未満
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表-1 都道府県別高齢者人口率
昭和35年 昭和45年 昭和55年
男 女 計 男 女 言f 男 女 計
北海道 3.9 4.5 4.2 5.4 6.1 5.8 7.4 8.8 8.1 
青森県 3.9 5.1 4.5 5.6 7.0 6.3 7.6 10.0 8.8 
岩手県 4.8 5.7 5.3 6.7 7.9 7.3 8.8 11.2 10.1 
宮城県 4.9 6.0 5.5 6.1 7.7 6.9 7.4 9.9 8.7 
秋 田 県 4.1 5.1 4.6 6.5 8.1 7.2 9.1 11.8 10.5 I 
山形県 5.0 6.5 5.8 7.5 9.5 8.5 10.0 13.3 11.7 
福島県 5.3 6.5 5.9 7.1 8.7 8.0 9.0 11.9 10.5 
茨城県 5.7 7.4 6.6 6.9 8.8 7.9 7.9 10.6 9.2 
樹木県 5.4 7.0 6.2 6.7 8.6 7.7 8.0 10.6 9.3 
群馬県 5.5 6.7 6.1 7.2 8.6 7.9 9.7 11.2 10.0 
埼玉県 4.8 6.2 5.5 4.5 5.8 5.1 5.2 7.1 6.2 I 
千葉県 5.5 7.3 6.4 5.4 7.2 6.3 5.8 8.1 7.0 I 
東京都 3.2 4.4 3.8 4.6 5.8 5.2 6.6 8.9 7.7 
神奈川 県 3.7 5.0 4.4 4.0 5.4 4.7 5.4 7.4 6.4 
新湯県 5.4 7.1 6.2 7.1 9.0 8.1 9.5 12.7 11.2 
富 山 県 5.2 6.9 6.1 7.2 8.8 8.1 9.6 12.6 11. 2 
石川 県 5.8 7.6 6.8 7.2 9.0 8.2 9.0 12.0 10.5 
福井県 6.5 7.9 7.2 8.3 9.6 9.0 10.0 12.9 11.5 
山梨県 6.2 7.7 6.9 8.1 9.8 9.0 10.0 13.1 11.6 I 
長野県 6.5 7.8 7.2 8.7 10.1 9.4 10.6 13.6 12.1 ! 
岐車県 6.3 6.9 6.6 7.5 8.2 7.9 8.8 10.6 9.7 I 
静岡 県 5.3 6.5 5.9 6.3 7.8 7.1 7.8 10.3 9.1 I 
愛知県 4.7 5.7 5.2 5.1 6.3 5.7 6.4 8.4 7.4 
ニ重県 6.6 7.6 7.2 8.3 9.6 9.0 9.6 12.5 11.1 
識賀県 6.7 8.3 7.6 8.0 9.7 8.9 8.5 11.5 10.0 
京都府 5.5 7.2 6.3 7.1 8.7 7.9 8.7 11.6 10.2 
大阪府 3.6 4.9 4.3 4.5 5.8 5.2 6.1 8.4 7.2 
兵庫県 5.0 6.3 5.7 6.2 7.7 6.9 8.0 10.4 9.2 
奈良県 5.9 7.5 6.7 7.2 8.7 8.0 7.g 10.7 9.3 
和歌山 県 6.6 7.9 7.3 8.4 10.0 9.2 10.1 13.3 11.8 
鳥取県 6.8 8.5 7.7 8.9 10.9 9.9 10.5 14.0 12.3 
島根県 7.7 9.1 8.4 10.7 11.8 11.2 1.9 15.3 13.7 
岡 山 県 7.1 8.0 7.5 9.1 10.3 9.7 10.5 13.3 11.9 
広島県 6.5 7.7 7.1 7.4 9.0 8.2 8.8 11.5 10.2 
山 ロ 県 6.2 7.3 6.8 8.5 9.6 9.1 10.2 12.9 11.6 
徳島県 7.0 7.9 7.5 9.1 10.1 9.6 10.5 13.4 12.1 
香川 県 6.9 8.0 7.5 8.9 10.1 9.6 10.4 13.3 11.9 
愛媛県 6.7 7.7 7.2 8.9 9.8 9.4 10.2 12.8 11.6 I 
高知県 7.8 9.1 8.5 10.6 12.2 11.4 11.3 14.8 13.1 
福岡 県 4.5 5.8 5.2 6.6 7.9 7.3 8.0 10.6 9.4 
佐賀県 5.6 7.0 6.3 8.5 9.9 9.3 10.1 13.3 11.8 
長崎県 5.0 6.5 5.8 7.4 8.9 8.2 9.2 12.0 10.7 
熊本県 6.3 7.4 6.8 8.7 10.0 9.4 10.2 13.1 11.7 
大分県 6.7 7.5 7.1 9.1 9.9 9.5 10.4 12.9 11.7 
宮崎県 5.5 6.4 6.0 7.9 8.9 8.5 9.1 11.7 10.5 
鹿児島県 6.3 8.0 7.2 9.1 10.9 10.1 10.9 14.3 12.7 
沖縄 県 一 一 5.1 8.0 6.6 5.8 9.6 7.8 
全 国 5.1 6.4 5.7 6.3 7.8 7.1 7.8 10.3 9.1 I 
(%) 
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である。町部では高い地域は高知県 (72.7%)，岡山県(68.6 % ) ，島根県(68.3 % )で，低い地
域は大阪府(25.5 % ) ，埼玉県(25.6 % ) ，愛知県(27.0 % )であり，最高値と最低値の差は 47.2
%であるO 村部になると，最高値は広島県の 106.6%，最低値は沖縄県の 27.7%とその差は 78.9% 
となるO
以上のように，高齢化の進展は農村地域と都市地域，都道府県，市町村により差異がみられるた
め，高齢者に関する問題を全国画一的にとらえるのではなく，それぞれの地域の現状，および特性
を考慮したうえでの対応が望まれる O
4 高齢化の進展と地域構造指標の関係
ここでは，都道府県別の高齢化の進展と地域
構造指標の関係について検討する O 地域構造指
標として，人口密度， D 1 D人口率，第 2次産
業就業者率，および、第 3次産業就業者率をとり
あげたのは，これらの指標が地域の基本的な社
会経済状態を示すものとして，従来より広範に
用いられているためである O これらの指標と高
齢者人口率の相関係数を算出したものが表-2
であるG これによると，第 2次・第 3次産業就
業者率と高齢者人口率との関連は弱いことがわ
かり，高齢化は地域の産業構造にかかわらず進
展しているといえるO 人口密度とでは関連を強
めているが，経年的に顕著な差はみられず， D
ID人口率との相闘が最も強く，年々相闘係数
が大きくなっていることがわかるO つまり，高
齢者人口率は，産業構造・人口密度よりも地域
の都市化と最も関連して進展しているといえる O
以上より，高齢者人口率と DTD人口率の関
連の強さがわかったので，つぎに都道県刷にこ
れをみることにする O 都道府県別にみた高齢者
人口率を y，D 1 D人口率を sとした回帰直線
は y= 1 3.4 3 -O. 70 6 6 x
(γ= -0.741 ) 
で表わせる O この回帰直線を用いて，昭和55年
の理論値と実績値を都道府県別に比較したもの
が凶ー 5である O これによると，実蹟値が 2%
以上高い地域は，京都府と高知県である O 逆に
理論値が 2%以上高い地域は茨域・埼玉・千葉
の各県で，これらはいずれも首都圏に属する県
表-2 高齢者人口率と地域構造指標の相関係数
人 口 DID 第 2次第3次
産業就産業就
密度人口率業者率業者率
昭和35年 -0.519 -0.631 -0.378 -0.474 
昭和45年 -0.561 -0.694 -0.305 -0.346 
昭和55年一0.563 -0.741 -0.229 -0.449 
図-5 推計値と実績値の差
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であるO
図ー 6は，それぞれ高齢者人口率(昭和55年)と高齢者人口の増加率(昭和55年一昭和35年)， 
DID人口率(昭和55年)と DID人口の増加率(昭和55年一35年〉の単純平均を算出し，各都道
府県を平均以下，以上で分類したものである O ここでは，高齢者人口率もその増加率も平均以下の
地域を非高齢化地域，両者とも平均以上の地域を高齢化地域，同様に DID人口率とその増加率が
平均以下の地域を非都市化地域，平均以上の地域を都市化地域とする O これを比較すると，それぞ
れ高齢化地域と非都市化地域，非高齢化地域と都市化地域はほとんど一致するO その中で，非都市
化地域に属していて，高齢化地域に属していない地域は茨城・栃木・群馬・岐阜・三重の各県であ
るが，特徴はいずれも三大都市周辺の県であるということである O
また，都市化地域に属していて非高齢化地域に属していない地域は，京都府，広島県であるが，と
れらはどちらも現在の高齢者人口率は平均以上であるが，その増加率は平均以下の分類に属し，高
齢化の進展にはそれぞれの地域の特性が作用しているものと考えられる O これらの事実から近年に
お付るわが国の高齢化は，地域の都市化と強い同連をもち進展していることが把握できる O
高齢者人口増加率 DID人口増加率
4.0% 12.4 % 
平均以下 平均以上 平均以下 平均以上
北海道・宮域県 青森県・福岡県 岩手県・秋田県 青森県・山形県
茨城県・栃木県 福島県・茨城県新潟県・石川県
群馬県・埼玉県 栃木県・群馬県 岡山県・高知県
平均 千葉県・東京都 富山県・福井県大分県・宮崎県
以下 神奈川県・岐阜県 山梨県・長野県鹿児島県
静岡県・愛知県
平均
岐阜県・三重県
滋賀県・大阪府 滋賀県・事歌U県
以下
兵庫県・奈良県 鳥取県・島根県
10.1 % 
石川県・三重県岩手県・秋田県 山口県・徳島県
京都府・広島県 山形県・福島県 香川県・愛媛県
高齢者 D 1 D 
耕潟県・富山県 佐賀県・長崎県
人口比率 人口率
福井県・山梨県 熊本県
長野県械は県
平均 鳥取県・島根県
46.5 % 
東京都・福岡県 j蜘道・宮城県
以上 岡山県・山口県 埼玉県・千葉県
徳島県・香川県 持康川県・静岡県
平均
愛媛県・高知県 愛知県・京都府
以上
佐賀県・長崎県 大阪府・兵庫県
熊本県・大分県 奈良県・広島県
宮崎県・鹿児島県
図-6 (a)高齢者人口率と高齢者人口増加率 図-6 (b)D工D人口率とD工D人口増加率
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5 福井県における高齢化の進展
(1) 福井県の高齢化の現状
福井県においても，高度経済成長にとも
ない昭和35年頃から人口が減少し始め，昭
和45年までこの傾向は続いた O その後，人
口は増加に転じたが図一 7にみられるよう
に依然と人口構成の高齢化の進展は激しい。
全国的にみても福井県の高齢者人口率は高
位に属し，昭和35年 9位(7.2%，全国
5.7% ) ，昭和45年14位(9.0 %，全国
7.8 %) ，昭和5年17位(11.5 %，全国平
均 9.1%)となっているO 今後も高齢化の
大幅な進展が予想され，福井県第 4次長期
構想による昭和65年の推計値は 13.6%，厚
生省人口問題研究所による昭和75年の推計
{直は 19.2%であるO
つぎに，福井県の市郡別の高齢者人口率
図-7 福井県の人口ピラミツド
(a) 昭和35年
(功昭和45年r
/0% 
をみた.ものが図-8で，全域において高齢 (c) 昭和5年
化は進展しながらも地区別の差が生じてい
ることがわかるO また，表-3より，昭和
55年には高齢者人口率12%以上の市都が12
市郡，その中でも15%以上は3郡あれさら
に県内では高齢者人口率が最低の敦賀市で
も9.7 9もと全国値より高い値を示している
ことがわかるO 福井県の市部全域と郡部全
域の高齢者人口率を比較してみると，都部
ではより高齢化が進展しているをいえるO
昭和35年，市部 6.49ら，郡部8.3 lJも，昭和
45年，市部 8.2%，郡部 10.5%，昭和5年
市部 10.8%，郡部 13.1%と郡部の高齢化が
市部より 10年程先行している状態である O
したがって，郡部にお付る高齢化は過疎化
との相乗作用によれより深刻な社会問題
になると予想され，今後は，地区別にみた詳細
な検討が必要となってくる O
福井市
敦賀市
武生市
小浜市
大野市
勝山市
鯖江市
足羽II!
吉田郡
大野郁
板井都
今立都
商条郡
丹生都
三方都
遠敷郡
大飯事
表-3 福井県の市都別高齢者人口率
昭和35年 昭和45年 昭和55年
男 女 計 男 女 計 男 女
4.9 5.8 5.4 6.7 7.7 7.2 8.8 11.1 
5.2 6.7 6.0 7.1 8.2 7.7 8.5 10.9 
6.2 7.3 6.7 8.3 9.3 8.8 10.0 12.8 
7.8 9.4 8.8 10.1 11.8 11.0 1.7 15.7 
6.4 8.2 7.3 9.2 10.8 10.1 11.1 14.3 
6.4 7.7 7.1 8.4 9.6 9.0 10.9 14.0 
5.9 7.2 6.6 7.2 8.4 7.8 8.9 11.2 
7.8 10.1 9.0 10.6 12.2 11.4 12.8 17.4 
6.3 7.9 7.1 8.0 9.2 8.6 10.6 13.9 
6.6 8.6 7.6 5.1 6.9 6.0 10.6 11.5 
6.9 8.3 7.6 9.0 10.0 9.5 10.7 13.4 
7.6 自.0 8.3 10.1 11.1 10.6 12.1 15.8 
6.6 9.4 8.0 10.4 12.2 11.6 13.2 17.0 
8.9 10.5 9.7 10.6 12.8 11.7 11.0 15.3 
7.9 9.8 8.9 10.3 12.0 11.2 11.9 15.6 
8.9 11.3 10.1 12.2 13.9 13.1 14.1 17.9 
8.4 10.6 9.5 10.9 13.1 12.0 11.9 15.4 
t 
10.0 
9.7 
11.5 
13.8 
12.8 
12.5 
10.1 
15.2 
12.3 
11.0 
12.1 ~ 
14.0 
15.2 
13.2 
13.8 I 
16.1 
13.9 
( % ) 
包) 市郡図
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(c) 昭和45年
福井市 1 0 大野書官 瞳覇防以上敦賀市 1 1 板井榔
武生市 1 2 今立君事 慰霊習ト12%繍
小浜市 1 3 南条書官 ヒコ刊大野市 1 4 丹性君事
m山市 1 5 三方m 仁コ 8%未満
足羽君事 1 6 遺般書官
育図書R 1 7 大飯榔
(司昭和35年 位) 昭和55年
瞳盟仰以上
盤圏ト的未満
Eコ刊
仁コ 8%未満
? ? ? ?
?
図-8 福井県の市都別高齢者分布
ところで，福井県の高齢就業者が全就業者
に占める比率は約 7.5%であり，表-4にみ
られるように第 2次，第 3次産業に比べ，第
1次産業に従事するものが圧倒的に多いとい
える O
表-4 福井県の65歳以上人口の産業別就業率
(昭和55年〉
伺
第 l次 第 2次 第 3次 計
同
全体 27.1 3.7 5.3 7.5 
男性 33.5 4.6 6.0 8.3 
女性 21.6 2.3 4.5 6.3 
(2) 福井県の高齢化の将来
福井県にお付る高齢者人口率は，厚生省人口問題研究所の推計によれば，昭和75年で 19.2%とな
っているO この推計は昭和50年から55年の純移動率が用いられているため，福井県の人口は昭和65
年以降減少傾向にあるという前提でなされているO しかし，実際は表-5にみられるように人口は
増加傾向にあり，昭和57年から58年への人口増減率をみても自然、増加率 0.57%，社会減少率 0.04% 
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と，全体では 0.52%の増加である O表-6は，昭和55年の社会移動数を 5歳階級別にみたものである。
男女とも15-24歳に大幅な減少がみられるが，今後，とれらはUターン現象により緩和されて，高
齢者人口率には直接影響しないと思われる O そこで，このような定住社会を迎えて社会移動はより
減少すると考えられるため，自然増減率だけによる封鎖人口推計を行うことにする O
以主の仮定により，昭和55年の福井県人口をもとに，全国平均生存率，出生率を用いて昭和60年
から75年の福井県の人口構成を推計するO 男女別・年齢別人口の推計は次式による O
Pmi =Qm， -5・Sm，i -5 
Pji=Qj， i-5o Sj， i-5 
表-5 福井県の人口増減率の推移伺
( iチo) 
( iチ0) J 
(a) 昭和65年
年度
835- 840- 845- 850~ I 
840 845 850 855 
自然増加率 4.0 3.7 4.7 3.7 
社会増減率 ム4.3 ム4.6 ム0.8 6. 1. 0 
人口増減率 ム0.3 ム0.8 3.9 2.7 
表-!6 福井県の社会移動数(昭和55年)(人)
男 女 五十 (b) 昭和70年
|総 数 ム2，416 ム2，538 6. 4，954 
。-4 79 51 130 
5 - 9 54 57 111 
10 - 14 ム 14 A 33 ム 47 
15 - 19 6. 2，124 6.1，879 ム4，003
20 -24 6. 690 6. 445 ム1，135
25 -29 211 ム 176 35 
30 - 34 60 A 70 ム 130
35 - 39 42 ム 15 27 (c) 昭和75年
40 -44 ム 2 ム 20 ム 22 
45 -49 ム 17 ム 46 ム 63 
50 - 54 A 6 ム 5 
55 - 59 17 A 22 ム 5 
60 - 64 ム 8 ム 16 ム 34 
65 - 69 ム 18 A 24 ム 42 
70 - 74 ム 4 ム 4 ム 8 
75 - 89 。ム 16 ム 14 
80 - 84 ム 3 ム 16 ム 19 
Pmo = 0.5134 .LJ _Qji 0 hi 1 
7D1(2) 
Pfo=0.4865215Qfz-bt J 
凶 9 福井県の推計人口ピラミツド
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ml • 男子年齢階級 i-(i+4) 歳にお付る量( i = 0， 5， 10，・・
場合，年齢階級は80歳以上とするo ) 
fi 女子年齢階級 i-(i+4)歳における量(かっと内同上)
Qmi， Qfi:基準年次における人口
Pmi， Pfi:封鎖人口(基準年次から出生・死亡によってのみ変化した人口)
Smi • Sfi: 5年間生存率(昭和5年全国平均生存率の 5乗)
b i 5年間出生率(昭和55年全国出生率の 5倍， l 15， 20，・・・ 45) 
• 80。ただし =80の
なお，男女別出生比率は Q5134 Q 4865で，厚生省人口問題研究所資料によるO この人口推計
の結果を人口ピラミフドで表わしたのが凶-9である O 昭和65年では，釣鐘型に近いが年次の進行
とともに円柱型へと移行し，昭和75年には各年齢階級聞に大きな差異はみられなくなっている O ま
た，とこで求めた人口推計値から，高齢者人口率をグラフ化したものが図-10である O 昭和55年に
おける全固と福井県の高齢者人口率の差は，ほぽ同じ状態で将来も移行すると予想される O
ところで，本推計と厚生省人口問題研究所の推計
では，推計方法が異なるので昭和75年における福井
県の高齢者人口率の推計値では多少差異(本推計
18.85 %，厚生省人口問題研究所 19.18 % )がみ
られるが，全国値(15.6 % )より依然高い値を示し
ていて，福井県の高齢者問題の困難さを表わすもの
である O さらに p 本推計による昭和75年の高齢者人
口に占める後期高齢者についてみると，昭和55年に
は35.2%であったものが，昭和75年には 41.1%と高
い値を示し，特に女性の場合は 46.1%と半数近くを
占める O したがって対策を講じるにあたっては，日
常生活が一層制限される後期高齢者に対しての配慮
が必要となってくると思われる O
6 福井市における高齢者の居住分布
(~も)
20 
桐井県
10 
ムバ且日
メ7.1 全国
メ/ ノム6
ズ//メ;
一ーー・・推計値
ーーーーー実績値
G sh i 845 sh l 855 
?
?
図一10高齢者人口率の推移(全国は文献(2)による)
今後，高齢者に関する問題は一層逼迫してくると予想され，その対処の万法については包括的な
ものよりも，特に高齢化が進展している地区に重点をおいた施策が望まれるO そこで，ここではそ
の第一段階として，福井市の町丁加の高齢化の進展についてみるととにする。
第 lに，福井市全体の高齢化の現況であるが，図-11に示すような人口構成となっている O 昭和
55年の福井県全体(11.5 % )の高齢者人口率と比較すると福井市(10.0 % )の方が低いが，全国市
部平均(8. 2 ~も)と比較すると福井市の方が高くなっているO また，福井市の総人口は昭和35年か
ら55年の20年間で約1.6倍の伸びを示しているのに対して，高齢者人口は約 3倍の伸びを示してい
るO さらに，昭和65年の高齢者人口率を線形凪帰直線・指数曲線・ 2次曲線を用いて時系列分析を
行うと表ー 7のような結果になり，下限値で 12.1~も，上限値で 14.1 %と 2%のひらきはあるが，急
速なピッチで高齢化が進展していくことを示している O 以上より，福井市は福井県内では高齢化の進
展は遅い方であるが，全国市部より速いピッチで進展しており，高齢化進展地域の標準的な市とし
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て位置づけられ，今後も高齢化の進展は継続すると思われる O
表一 7 高齢者人口率の推計モデルと推計値(福井市)
835 845 855 865 回 帰 式 相関係数
実績値 5.4 7.2 10.0 一
5.1 7.4 9.8 12.1 y ー 3.17+ 0.24 x R = 0.990 
理論値 5.4 7.2 10.1 14.1 y = 7.87 -O. 27 x + 0.0 0 6 x2 R = 0.999 
5.3 7.2 13.7 
♂ 
10.0 y = 1.73・1.03 R = 0.997 
第 2に，福井市全域の町丁別の高齢者
人口率をみることにする O 図-12は，町丁
別の高齢者人口率を算出して町丁数を集
計し， グラフ化したものであるが，男・女
では全く分布状態が異なっているO 男性で
は10-12 %聞が最頻値であるが，女性では
14-16~ら聞が最頻値であり，男女聞の高齢
化の相違を表わしているO また，昭和55年
の福井.市の高齢者人口率は 10.0%であるが
この図では，全体の高齢者人口率が12-14 
%である町丁が最も多いことを示しているO そ
れと同時に，標準偏差が大きいことも示し
ており，高齢者人口率が最低の地区は上里
町の 0.8%，最高は尼ヶ谷町の 29.1%とな
っているo (人口99人以下の町丁，および
老人施設のある町丁は除く)
第 3に，福井市の市街化区域に限り高齢
化の状況をみることにする O 高齢者人口率
の町丁数分布は図ー13のようになり，
6 ~もが最頻値であり，福井市全体より高齢
者人口率は低く， 8. 8 ~らである O 図 -14 は
町丁刷の高齢者人口率を地図に示したもの
である O これをみると，高齢者人口率が高
いのは市中心部であり，郊外にいくほど高
齢者人口率は低くなっていることを示じて
いる。また， この高齢者人口率が高い中心
部は早期(明治27年~昭和17年)に市街化
した地域とほぼ一致するものであり，この
ことは今後の居住パターン予測のための基
(a) 昭和35年
???????????
(剖 昭和45年
4-
(c) 昭和55年
図-11 福井市の人口ピラミツド
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礎的資料となるものである O
以上，福井市における高齢者の居住地についてみてきたが，高齢化の進展を町丁別にみると大き
な差があり，その認識は今後の交通計画にとって，非常に重要であると思われる。また，高齢者が
比較的多い地区が集中していることが明確になったので，その地区に即応し，重点をおいた高齢者
交通対策が望まれるO そして現在，一層の高齢化の進展に備え，高齢者の居住パターンを予測する
ことは重要課題である O
(1ITJ") 
90 
~O 
70 
。日
50 
40 
凶 10 12- 14 1， 
一一一-J十
一ー一-!J~ 
一一一 一ー一-IJ.
図-12 福井市の町丁別高齢者人口率分布
図-13 福井市の町丁別高齢者人口率
分布(市街化区域〉
臨調 12%以上
盤麹 8---12 %未満
匿璽 5---8~ら未満
仁コ 5%未満
合 人口 10人以下
図-14 福井市の高齢者人口率の分布(市街化区域〉
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7 高齢化社会に関する交通計画分野の研買
高齢化社会の到来を迎えて，近年，多方面で高齢化社会がもたらす影響についての研究が進められ
ているが，交通計画の分野でも計画i手法の謀題に関する研究が注目されつつある O そこで，ここで
はわが国における高齢化社会に関する研究をいくつか分類し列挙する O
第 lに，高齢化社会全般に関する社会問題研究・統計・資料として次のものがあるO 湯沢ら1)は
わが国の高齢者問題を外観視するため，高齢化先進国および後進国における高齢者の福祉・年金・
生きがい等の問題を呈示しているO 太田ら4)は，高齢化制御を種々の観点から解析するため医学的
生物学的・物理学的な立場から高齢化現象を論じている O 吉固めは，高齢化の背景と問題，高齢化
先進国における福祉対策の破綻について述べ，さらには医学的見地からの考察を行っている O 内閣
総理大臣官房老人対策室編3)の「高齢者問題の現状」は，総理府・大蔵省・文部省・厚生省・農林
水産省・運輸省・郵政省・自治省・労働省・国土庁・林野庁・建設省・警察庁・法務省・消防庁，
以上の各省庁の高齢化社会に関する政策をとりまとめたものである O 曾田2)らは統計を示しながら
わが国の人口・家族，および高齢者の就業・住宅・福祉・年金等についての現状と将来について述
べている O
第 2に，交通計画に関する研究であるが，アンケート調査・パーソントリップ調査に基づいたも
のが主流を占めている O これらは，高齢者の身体的能力に基づく調査・研究とトリップ特性に基つ。
く調査・研究とに大別できる O まず，身体的能力に関する研究は，北JIら6)が50歳以上の人を対象
にアンケートを行い身体的・精神的能力を把握し，日常生出の安全性の低下を認め，これを交通問題
と結びつけ，自動車・道路構造の改善，公共交通網の整備等，高齢者の安全対策を提案しているO
つぎに，トリップ特性に基づく研究は大林7)が30歳以上の人を対象にアンケート調査を行い，将
来人口，就業者数，免許保有率，トリップ発生量，交通手段別分担率等を推計し，これらから事故
の危険性の増大を考慮し歩行時・運転時両方の具体的な道路整備を示している O 山本的は，パーソ
ントリップ調査より将来人口，交通機関別分担率を予測し，免許保有率の増加に注目し道路整備の
方向を呈示している O 清水ら的10)は全年齢を対象としたパーソントリップ調査よれ年齢別・目的
別・交通手段別トリップ数の分析を行っている O また， 50歳以上を対象としたアンケート調査より
高齢者のバス・徒歩・自動車各交通に関する不満に着目し，問題点から対応策の必要性を言及し，
そのー案として高齢ドライパープークの提案をしている O 相谷ら11)12)はパーソントリップ調査より
60歳以上の人口密度の高いゾーンを把握し，それとともに高齢者交通のゾーン特性・流動特性・潜
在需要についての考察を行っているO また，これらより将来の高齢者人口分布・高齢者の発生交通
量・ OD交通量・機関別交通量を推計し，特に自動車保有高齢者の交通需要に着目している O 溝端
ら13)14)は60歳以上の人を対象にアンケート調査を行い，目的別・交通手段別トリップの実態を把み
公共交通機関の整備，自動車・徒歩・自転車交通に対する安全確保等を提言している O 秋山ら15)は
全年齢を対象としたアンケート調査に基づき，目的別・年齢別トリップを把握し，道路交通および
パス運行の評価をまとめ身近な道路の安全対策，パスサービスの連行改善等を示唆している O
身体的能力・トリ Yプ特性両方に関する研究は，全国福祉協議会16)が高齢者を対象にアンケート
調査を行い，行動能力・外出状況・外出手段・施設利用・交通事故・交通手段の問題点等を分析し
ているO 豊嶋ら17)は高齢者と同行する随時インタビューを行い，身体的能力の把握をしているO ま
た，全年齢を対象としたパーソントリップ調査を行い，年齢別・交通手段別トリップ数より質の高
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い交通施設整備の促進が必要であるとし，道路整備の重要性を示している O 上記以外の研究として
は，三星19)がわが国の将来の高齢者問題を考察するため，わが国よりもモータリゼーシヨン，高齢
化ともに進展しているアメリカの高齢者交通課題に関する研究を紹介しているO
現在，高齢化社会に対処するための交通課題の研究は基礎的段階にあり，これらの研究も同様で
ある O そとで，今後の現象を含んだ研究が望まれるが将来の高齢者の居住に関する長期的展望が，
交通計画立案のための要素となると思われる。
8 今後の交通計画の研究課題
従来の交通計画は，地域内の年齢別居住者分布が比較的均等であるという前提で行われてきた。
しかしながら，高齢化の進展とともに明らかに高齢者が集中する居住地は阪定されてきているO ま
た，一般成人を対象とした交通計画では，高齢者は困難を要することが多く，近年まで潜在してい
た問顛が顕在化してきている O それは，従来行われたアンケート調査等にもいくつか不満として挙
げられている。そこで，今後の交通計画においては，高齢者居住分布を考慮した計画手法・計画評
価法が必要となるO そして，これらが実施されれば高齢者にとっての利用増進に寄与するばかりで
なく，交通計画全般のレベルアップにつながるものと予想される O ところで，高齢者問題は，近年
とみにクローズア Yプされてきたものであり，交通計画分野の研究も同様で，経年的データが少な
く課題自体が模索の段階にある。したがって今後，より多くの事例をもとにした研究の集積が要求
される O
今後必要な高齢者を考慮、した交通計画の研究課題の主なものを挙げると次のようになる O
(1) 高齢者の意識の把握:計画立案のためには，高齢者自身の経験から生活環境に闘する問題点や
身体的能力を把握することが前提条件となる O
(2) 高齢者の生活行動実態:高齢者の一日の行動から， 0 D別・目的別・時間刷・交通手段別トリ
ップを把握し，移動距離・最多外出時間帯・利用交通等の分析を行い，その結果を計画立案のため
の情報とする O
(3) 交通施設の見直し:外出時にはほとんど不可避である駅の階段・歩道の段差・歩道橋等の改善，
身体的能力の低下にともなって必要となるベンチ・手すり・トイレ等の増設O
(4) 交通安全施設の整備:高齢者の知覚・運動能力の機能低下を考慮した信号・標識・標示・バス
の停留所等の整備。
(5) 高齢者による自動車利用と交通事故対策:高齢化の進展とともに事故の被害者になる可能性は
高まるが，今後高齢ドライバーの増加により加害者となる危険性も増大する O また，各部位の概能
低下に加え衝撃を受けた場合の影響は倍増し，高齢者の交通事故は被害がより甚大になると思われ
るO そこで，対策としてはハード面での道路整備・高齢者向け自動車の開発，ソフト面での高齢ド
ライバーへの啓蒙といったことが必要となる。
以上，交通計画の主な課題についてみてきたが，計画立案するうえで基本となる高齢者の居住パ
ターンの予測は早急の謀題である。
9 まとめと今後の課題
本研究は，来たるべき21世紀の高齢化社会に対応できる交通計画手法の必要性から，高齢化社会
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の現状と将来，および交通計画上の課題に関する考察を行ったものであるO その結論を要約すると
次のようになるO
(1) わが国の高齢化社会の特徴は，高齢化の進展が急激かっ急速であるということである O 現在，
高齢者人口率がわが国より高い欧米諸国を追い越し，なおも進展を続けるという予想がされているO
(2) 高齢化の進展は地域により大きな差異がみられる O 農村地域と都市地域では，農村地域の方が
高齢者人口率は断然高く，都市地域より 20年程先行しているO 都道府県別にみると，高齢者人口率
は各地域で全く異なり，最高と最低の地域を比較すると 7.5%の差がある O また，市町村別にみる
と地方公共団体の規模が小さくなるのにともない高齢者人口率は高くなる傾向にあるO
白) 高齢化の進展と地域構造指標の闘係を分析すると，高齢者人口率はDID人口率との相関係数
が高く，地域の産業構造・人口密度よりも地域の都市化と関連が強いことが把握できる O この傾向
は今後も継続すると思われる O
(4) 福井県の高齢者人口率は，全国的にみても高い方であれ今後も大幅な増加が予想される O ま
た，福井県の市郡別の高齢化をみると，郡部における高齢者人口率は市部より経年的に高い値を示
している O
(5) 福井県の封鎖人口推計を行ったところ，昭和75年の推計値は 18.9%となり，全国の推計値より
も3.3%高い値になる。また，この推計によれば高齢者内部の後期高齢者の増加が顕著であるO
(6) 福井市の高齢者の割合は，全国市部平均と比べて高い。町丁別にみると大きな差があり，男女
聞にも差があることがわかる O また，福井市の市街化区域についてみると，高齢者人口率が高い地
区と第 2次世界大戦以前に市街地となった地区はほぼ一致し，このことは今後の居住パターンの予
測の基礎的資料となるものであるO
(7) 高齢化社会に関する交通計画の研究は，近年，注目されつつあり高齢者に対するアンケート調
査・パーソントリップ調査の分析結果をもとに道路整備の方向，公共輸送機関の改善，交通事故対
策等が示唆されている O
つぎに，本研究を進める過程で，今後必要な交通計画上の研究謀題が明らかになってきたので以
下にそれを示すO ①高齢者の意識の把握 ②高齢者の生活行動実態 @交通施設の見直し ④交通
安全施設の整備 @高齢者の自動車利用と交通事故対策 @高齢者の居住パターンの予測
最後に，本研究を進めるにあ・たっては福井市，福井地域環境研究会の協力を得たO なお，統計解
析には名古屋大学大型計算機を尉いたO
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